４月14日　衆議院総務委員会　葉梨康弘委員（自由民主党）の質問に対する答弁

（人事院総裁　谷公士）

ただいま実施しております調査が終了しだい、その結果を見まして、すみやかに必要な判断を行う所存でございます。
（人事院吉田給与局長）

特別給の基準日が６月１日になっていることを念頭に置いて作業を行ってまいりたいと考えております。

（総務大臣　鳩山邦夫）

まず、人事院勧告というと夏だとばかり思っておる、それが常識なんですが、考えてみれば、いつでも出せるわけでありましょう。そういった意味で、仮に人事院勧告が出されるということになれば、これは労働基本権制約の代償措置である、そういう人事院勧告制度でありますので、われわれは臨時異例のスケジュールであっても、そのような事態になれば、きちんと事務的にも処理をしなければならない。たとえば給与関係閣僚会議が必要だ、そして閣議決定をして法案を提出する、法案を審議していただいて国会で可決していただくと、で、法案の成立公布施行ということで、遅くとも５月２９日までに公布施行されていないと６月１日の基準日に間に合わない、というスケジュールでございますから、臨時異例のタイムスケジュールありうべしということで、今から対応がとれるように事務方にきちんと指示はいたしております。

それから、地方公務員のことでございますが、たとえば国の4.5ヶ月に比べてすでに支給月数が国を下回っている団体が13道県あるようでございます。それから、地方の人事委員会が金額を示しても独自の給与削減措置を実施している団体、これ極めて数に多いわけでございます。そういう事情が地方には特別にあると思います。地方における人事委員会の勧告、あるいは職員団体との交渉、議会の招集、審議に要する期間等を考慮しなければいけないということで、国とまったく同じで論ずることはできないと思いますが、地方公務員の給与についても国家公務員の給与を基本とすることを原則としてご判断いただきたいというふうに考えております。４月６日に人事院が特別調査をすると、2,700社するということで公表をしたわけですから、総務省としても同日づけで地方団体に対して通知を出して、調査の趣旨を周知し、各地方公共団体においてじゅうぶんな説明責任を果たす必要がある旨の助言をしたわけでございまして、国とまったく同列に議論することはできませんが、今回どういう事情で人事院が調査をしているかということは周知徹底してきておると思います。

（人事院総裁　谷公士）

私ども人事院に課せられた使命を果たすため万全を尽くしてまいるつもりでございますし、これまで人事院勧告が尊重していただいているということについては、大変感謝いたしております。
